



グ ッ ドウ ィル 事件 ・福 岡地 裁,{成20年12月4日 判決
金 井 幸 子
(労働判例9781}5頁)
<事実>
1被 告Yは,'r成16'1=41Jに,グッ ドウ ィルグループ株式会社(GWG)
の100%∫・会社 として設 涙され,同 年8月,GWGか ら同社の請てTl`業を会
社分割によ り承継 し,GWGと 原 告Xと の間の法律関係を包括的に承継 し
た会社である。Xは,GWGで 派遣労働者としての登録を行い,登 録 スタッ
フとして 日雇い業務等に従 事した労働者である,、
2Xは,'F成15年7月16日 に,Y(Yに 承継する以前のGWG)で 登録 ス
タッフとしての登録 手続を行 った,XY間 の雇川形態は,11々の業務 ごとに
雇川契約 を締結 して業務を行うこととされ,賃 金の支払いについては,原 則
II払いで,業 務が完rし た 日または翌 日以降に,Yの 支店で現金によ り支
給す ることとされた。Xは 登録の際,Yか ら,デ ー タ装備費について,次
のような 「派遣 スタッフ就業規則」記載の内・`(Tの、;党明を受けた,す なわち,
「データ装備費」 として作業ごとに任意に200円徴収す ること,デ ータ装備
費は,ユ ニフォーム ・ヘルメッ ト等の安全装備,情 報管理,障 害 ・物損の民
間保険料の一部に充 当す るものであること,と い うものである、,Xはこれ




3目までの間,Yと の間の雇川契約に基づ く就労を行ったQ本 件就労期間中,
XがYか ら支払いを受 けた賃金額(デ ー タ装備費が差 しり1かれる以前の も
の)は,,{:_成15年中が合計53万6720円,'ド成16年中が合計52万6962111
であったV
4Yは,Xに 対 して 支払 う賃金について,「不1利 得発生li」欄1記載の年月
目に,「不"i利得額」欄1己載の金員を,デ ー タ装備費として差し引いて支払っ
た。YがXの 賃金か ら差 し引いたデータ装備費の合計金額は3万9600円で
あ った。本件就労期間当時,Yは,Xに 限 らず,そ の他の登録 スタッフか
らも事前にr解 を得た ヒ,デー タ装備t'rとして,llliiの就労 ごとに200円を
賃Jか ら差 し引いて 支払 っていた(以 ド,Yと 登録 スタッフとの問のデー
タ装備費 に関す る合意を1デ ー タ装備費徴収合意」という。)。Xは,本 件
訴訟提起 までの間,Yに 対 し,デ ー タ装備費の差引きについて異議を述べ
た り,デ ータ装備費に相'11する金員の返還を請求することはなかった。
5Xは,契 約期間中,YがXに 対 して支払 う賃金か ら差 し引いていたデー
タ装備費について,そ の差り1きが違法 または無効であるとi三張 して,デ ータ
装備費に関する合意の錯誤無効,債 務不履行解除または不法行為に基づ き,




「データ装備費徴収合意については,Yが,登 録 スタッフに対 し,派遣 スタッ
フ就業規則をrめ 提示 し,そ こに記載のあるデータ装備費の内容,目 的につい
て説明 し,登録 スタッフが これをr解 した ヒで合意されていたと認め られると
ころ,1司就業規則の記載文 言を客観的かつ合理的 に解釈すれば,Yは,デ ー
タ装備費徴収合意に基づき,デ ー タ装備費を原資の一・部に充てて,登 録 スタッ
フに支給す るユニフォーム等の安 全装備費川,情 報管理料,補 償のための民間
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保険料の各支払を行うとの債務を,登 録 スタッフに対 して負担 していた と認め
るのが相当である。」
「もっとも,こ の場合 に,Yが デー タ整備費をいかなる方法,経 理処理 によ
り安全装備費用,情 報管理料,補 償のための民間保険料の支払いに充て るかは,
就業規則に記載がな く,登 録スタッフの間でrめ 合意されていたとも認められ
ないか ら,Yに 一一定の 一,r」(があ るというべきであって,デ ー タ装備費を,r
め合意 された使途 目的である安全装備費川,情 報管理料,補 償のための民間保
険料の支払の うちの どの部分に,ど の程度の割合で支出す るかについては,Y
が合理的に決定 し得るというべきで,そ のために行 う経理 ・税務処理1.の取扱
いについても,Yが 自由に決定できる ものと解される。1
そ して,「データ装備費徴収合意に基づき,Yは,デ ー タ装備費を負担 した
登録 スタッフに対 し,一定の債務を負担 してお り,そ れはXと の間の本件デー
タ装備費合意 についても妥 当す るところ,Yはrlら の ヒll己債務を履行 した こ
とを何 ら明 らかにせず,ま た,本 件証拠に照 ら して も,Yが この債務を履行
した と認めることはで きない以 ヒ,Yに は,Xに 対 し,本 件デー タ装備費合
意に基づ く債務の不履行があるというべきである。」
「そ うす ると,Yに は ヒ記の とお りの債務不履行があ り,本 件就労期間の経
過 によ り,YがXに 対 して負担する債務の履行は事実 ヒ不可能 とな っている
ことか らすれば,Yの 債務不履行を理 由に した本件 デー タ装備費合意 の解除
をい うXのi三張 には理 由があるとい うべ きである。 その ヒで,本 件デー タ装
備費合意の解除によりYが 負担する原状llli復義務の範囲は,XがYに 対 して
デー タ装備費として負担 した合計3万960011jと,Xが各データ装備費を負担
した 日の翌日か ら民法所定の年5%の 割 合による利息の範囲 と認め られる(民
法545条1項,2項)。」
2本 件データ装備費合意の錯誤無効の成否
「Yと しては,デ ータ装備費 と直接の対価関係にある債務の履行 という認識
はないとして も,雇 川関係 にある登録 スタッフについて,必 要となる安全装備
費,情 報管理料,補 償のための民間保険料の支払 自体を行 う意思は有 していた
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と認め られ,そ うすると,本 件データ装備費合意の時点において,こ れを締結
したXに 錯誤はないとい うべきである。」
「Yの安全装備費,情 報管理料,補 償のための民間保険料の支払について,
それをYが デー タ装備費徴収合意 にJつ く債務の履行(デ ー タ装備費徴収 の
反対給付)と 認識 して行 うか,そ れとも,対 価関係 にはない,単 な るYの 負
担又は債務 として行 うかの違いは,Xに とって,そ れによ り享受す る利益に
直接違いが生ずることにはならない以 ヒ,要素の錯誤に'11たるということはで
きず,動 機の錯誤として無効 となるものとは解されない。そうすると,本 件デー
タ装備費合意の錯誤無効をis張す るXのi三張 は理 山がない。」
3本 件データ装備費合意に関する不法行為の成否
「Yは,本 件データ装備費合意にJづ き,そ れを原資の ・部として,Xを 含
む登録 スタッフのための安全装備費川,情 報管理料,補 償のための民聞保険料
の支払に川い られなければな らない債務を負担 していたと認め られ,か つ,Y
がXか ら受領 したデー タ装備費について,そ れを ヒ記債務に従 った川途に利
川 したことについてこれを裏付ける的確 な証拠 を何 ら提出せず,YがXか ら
受領 したデー タ装備費をその"i初約定の使途目的に従 って使川 したとは認め ら
れないことになるか ら,そ れは,Yに ついて,本 件デー タ装備費合意の債務
不履行にな るとともに,Xに 対す る不法行為を成 、Zさせる もの というべきで
ある。」
「そ して,YのXに 対す る不法行為は,本 件就労期間の最終IIである'r成16
年7月31iの 経過 により,Yが 本件デー タ装備費合意 に基づいて負担 してい
た義務の不履行が確定的になったものとして成 、8五すると解 され,そ の不法行為
による損害額は,… 解除の場合 と同様に,Xが 現に負担 したデー タ装備費の
合計額 と認め られ,そ れに対する遅延損害 金は,本 件就労期間が終 ゴして,Y
が本件デー タ装備費合意に1,1;つく義務を履行す る可能性はな くな り,Xに 対
する不履行が確定 したliである'r成16年7113日の経過をもって起算す るの
が相 当であるか ら,同 月4日 を もって,遅 延損害金の起算点 とす るのが相¥'11と
解され る。 この点,Xは,不 法行為に),つく請求 についても,各 デー タ装備
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費を負担 した翌 日からの遅延損害金を請求す るが,前 記認定の本件デー タ装備
費合意の内容か らす ると,YのXに 対す る債務は,Xの デー タ装備費の負担
と同時履行の ものとは解 されず,本 件就労期間中にその履行をすれば足 りるも
の と解 され るか ら,Yの 不法行為の成 、歴時期は 」:記の とお り解するのが相当
である。
なお,Xが 主張する不法行為につ いては,ヒ 記のデー タ装備費相 当額の賠
償によりXの 損害は填補された と認め られるか ら,こ れとは別に,XのYに
対す る慰謝料請求権が発生するとは解されない。」
4Xの 請求権についての消滅時効の成否
「本件登録 スタッフ契約 に基づ くYのXに 対す る賃金支払債務は,そ の経
理処理 ヒの扱いか らして も,既 に完全 に履行されてお り,他 ノ∫,Xは,Yに
対 し,本 件登録 スタ ッフ契約 とは異なる本件デー タ装備費合意に基づき,デ ー
タ装備相当額 の支出を してお り(後 記のとお り,当 該金員の支払方法 に関する
合意に基づき,当 該金員の支払 は,XのYに 対す る賃金請求権 との差引きの
方法によりなされていた。),本件では,既 にXが したデー タ装備費相当額の
支出に関す るYの 返還又は賠償の要否が問題になっているとみるべきである。
したが って,Xの 本件請求 は,あ くまで本件データ装備費合意に基づ くデー
タ装備費用相当額の支払請求であ り,未 払賃金の支払を請求するものとみるこ
とは相 当でない。」





のである。」 また,Yが1三張する相殺合意は,Yの 就業規則等 に記載はな く,
Yと 登録 スタッフとの間にデータ装備費徴収方法 についての明確な合意 もな
いのであ り,実際1_:は,デー タ装備費の徴収のための便宜的な取扱いにすぎず,
相殺合意は成 立しておらず,賃 金支払 とデー タ装備費の徴収とい う金銭の支払
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ノ1法について 事実 ヒ合意 し,そ れにJ;つく支払を行 っていたにすぎない。「そ
して,デ ー タ装備費徴収合意が無効 又は解除 された場合には,Xは,Yに 対
し,本 件データ装備費合意に1づ き,そ の返還又は賠償を請求す ることになる
が,そ の請求権の消滅ll!r効期間は10年(民 法167条1項)で あり,Xの 本件
請求 については,消 滅時効期間の経過 前のものであることが明 らかである。」
「以 ヒによれば,XのYに 対する請求は,本 件デー タ装備費合意の解除 にJ;1;
つ く原状回復又は不法行為に),1;つく損害賠償と して(利 息ないし遅延損害金の
点で,前 者に基づ く認容額が,後 者を ヒ1【ilることになる。),XがYに デー タ









は,多 くの人材派遣会社で行われていることが近年明 らかになった。 そして,
その使途が不透明であること,卜 分な説明もな く強制的に徴収 されることな ど
か ら,派遣労働者の中か ら返金を求める声が高ま り,社会問題化す るに至った、、
本件の被告であるYは,派 遣業界の中で も最大 丁一であ り,永 年にわた り多く
の派遣労働者から 「デー タ装備費」 という名称で賃金の天引きを行 ってきた。
そのため,Yに 対 しては,全 国各地 で.,一.し引かれた分の返還 を求める訴訟が
提起 されて い るln本 件 もこ う した状 況 の中 で訴訟 に至 った もので ある
111本件の ほか に,東 京地 裁 には26名 の 派遣 労働 者が 本 件被 告 に対 して,過 去に徴 収 さ
れた 全額 の返 還 を求 め て提 訴 してい た これ に つ いて は,2009年5月1311に会 社側






本件の争点は,① 本件デー タ装備'tt合意の解除が認められるか,② 本件デー
タ装備費合意は錯誤によ り無効 となるか,③ 本件データ装備費合意についてY
の不法行為が成 、/_するか,④Xの 請求権 については賃金債権 に関す る2年 の
消滅時効が適川され消滅時効が成 、γしているといえ るか,の4点 である。
本判決 は,デ ータ装備費徴収合意 によ ってYは 一定 の債務を負っていたに
もかかわらずそれを履行 したとはいえないこと,デ ータ装備費を使途 目的に従 っ
て使川 していなか ったことによ り債務不履行および不法行為が成、匿五すること,
そ して,Xの 請求は未払い賃金の 支払いではな く,デ ー タ装備費相 当額の支
払請求であ り,10年の消滅時効が適川 され,消 滅時効は成 肱していないこと
か ら,結 論 として,Xの 請求 を認容 し,Yに 対 して差 し引かれた費川の全額
の返還 を命 じた。
本判決の特徴は,本 件データ装備費合意の存在を前提 に,"i該合意の債務不
履行解除(民 法541条,543条)および不法行為によりデー タ装備費相 当額の
返還が認め られてお り,実 質的には未払い賃金の請求権が認め られたのと同 じ
結果になっている点にある。通常,労 働者の賃金が一一部支払われないケースに
おいては,労 基法24条違反(賃 金全額払いの原則)が 問題 となる。本件 も,
デー タ装備費が天引 きされたために,Xの 賃金が ・部不支給 とな ってお り,
本来は,労 基法24条が問題 となるケー スのはずである。に もかかわらず,同
法24条が問題 とされなかったのは,本 件においては,Xの 就労期間の最終 日
か らXが 本件請求 をするまでに2年 以 ヒが経過 していたか らであると思 われ
る。 つま り,Xの 請求が未払い賃金に対す るものであるとすれば,賃 金請求
権に関する2年 の消滅時効(労 基法115条)に かか って しまうため,こ れを回
避するために不"i利得返還請求や不法行為にJ,つく請求がなされたのである、,
(21Yと のデ ー タ装 備費 を め ぐる ・連 の 訴訟 に つい ての 経緯 は,関 根 秀 ・郎1「派 遣 の逆
襲』(朝 日新聞 川版,2009{卜)に詳細 に述 べ られ て お り,本 評釈 で もこれを 参照 した
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その結果,Xの 賃金か ら天引きされた全額 の返還が認め られることとな り,X
にとっての利益 は大きい。 この点で本判決は,今 後の日雇い派遣労働者の賃金
天引き問題の解決に影響を与え るものとして一定の意義があろう。
しか し,差 し引かれたデー タ装備費の返還 という結論のみを求め,日 雇い派
遣労働者の賃金控除のli∫否という本質的な問題には触れようとしない本判決 に
は疑問が残 る。そ もそ も本件のような形での費川徴収は許されるのか,ま た,
本件デー タ装備費をli雇い派遣労働者か ら徴収す る必 要性があったのかという
点が見落 とされているのではないだろうか。 そこで,本 評釈では,「データ装
備費」および 「データ装備費合意」 とはいったい何であ ったのか,就 労期間の





もので,ど んな口的で どう使われていたのか,そ して これを徴収す る必要性は
本 当にあったのかとい うことである。Yの 就業規則の記載か らすれば,デ ー
タ装備費 とは,ユ ニフォームやヘルメットなどの安全装備の費用,情 報管理料,
万が一の際の ト分な補償を得るために加入する障害 ・物損保険料の一部に充て
るものである。
このような使用 目的を もってYは デー タ装備費を徴収 したのであるが,Y
が実際にこれ らの支払いにデー タ装備費を充'11したか どうかははっきりしない
し,Yも この点を明 らか にしていない。 この ことか ら,本 判決は,Yに は債
務不履行があ り,ま た,不 法行為が成 、/_すると判断 している。 つまり,Yが
データ装備費を徴収することに一定の理山は認め られ るが,徴 収 した費用が何
(3}本件で は,Xに よ り本 件 デー タ装 備 費合 意 の錯 誤 無効 がi{張され て お り,判 旨2は
この点 の判 断 も行 って い るが,本 評釈 で は省 略す る,
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に使われたのかが不明であ るか ら違法であるという論理 である。 しか し,X






労働者の安全や健康を確保することを求めている(3条1項)。 そ して,安 全
装備を充実 させ ることは事業1三が講 じなければならない措置である。 このこと
か らすれば,本 件ではユニ フォームやヘルメッ トといった安全装備費はYが
負担す るはずのものである。一一般的にもYは,Xら 派遣労働者の労働ノJを利
川 しているのだか ら,そ の安全を守 るたあの費川も負担すべきである。
次に,情 報管理料であるが,情 報管理 とは登録 した派遣 スタッフの個人情報
を会社が管理 した り,そ れを もとに人材データベー スを形成 したりす るもので
あると思われるIJ個人情報保護法や労働者派遣法(7条,24条 の3な ど)に よ
れば,派 遣労働者の個人情報については派遣 元事業1三が適itな管理のたあの必
要な措置を講 じなければならないことが定められている。 また,実 質的にも,
F}僕kはその事業のために労働 者の個人情報を管理するのであるか ら,事 業is
自らがその費川を負担す るのが当然である。 したが って,こ の費用をXら 派
遣労働者が負担する根拠はない。
さらに,補 償のための民間保険料を労働者が負担することに も問題がある。
これは,障 害や物損のための保険料に充て られ るとされ る。 しか し,労 働者の
業務 ヒの負傷や障害は,労 基法1:の労災補償や労災保険によ り補償 され るもの
であり,さ らにこれ ら法定補償の不足を補うために企業がL積 み補償制度を設
ける場合 もある、労災の際の補償は,労 働者 自らが支払う保険料で賄われるも
のではない。 また,労 働 者が故意過失によ り損害を生 じさせた場合は,使 川者
は損害賠償請求や求償権の行使が 可能であるが(民 法715条),判例は,損 害





川者に損害を与えた場合であって も,必 ず しも労働者にすべての賠償責任が負
わされ るわけで はない。 それなのに,Yは 労働者がすべて負担することを前
提 として補償のための費川を徴収 しているかのよ うである。
以 ヒのように,デ ータ装備費には実際的な必要性 もなければ法的根拠 もない,
にもかかわ らずこれを労働者か ら徴収すること自体が不当である、,デー タ装備




このように,デ ー タ装備費にはその内容からして必 要性がない、,さらに,た
とえ徴収の必要性があったとして も,こ のような費川を労働 者の賃金か ら差 し
引 くことにも問題があるといえ る。労基法21条 において禁1ヒされている賃金
の控除に当たりうるからである。
ただ,本 判決は,Yが データ装備費をXの 賃金か ら控除 したとは捉えてい
ない。 判旨1で は,デ ー タ装備費合意の法的`1/i三質 について,労 働 者がYに 対
して 一就労 あた り2001'1を支払 う義務を負うだけの片務契約ではな く,Yが
登録 スタッフに支給す るユニ フォーム等の安全装備費川,情 報管理料,補 償の
ための民間保険料の各支払いを行 うとの債務(反 対給付)を 負うという双務契
約 と解 されている。 また,判 旨4で は,労 務提供とそれに対する賃金支払を約
す る雇川契約 とデー タ装備費合意 とは,そ の法的性格や契約 当肇者の負担する
義務の内容,性 格が相'11に異なる ものであ り,登 録 ス タッフ契約に基づ くX
のYに 対す る賃金支払債務は既にIVI.に履行されてお り,他 ノ1でXは本件登
14)7炎力戊イゴ1り受1萄;1`'JFt'1=(Axl/1、.i:,」il'{不n51.7.8上受彗き30巻7,;68gi'i)、
〔5)テ ン プ ロ ス ・ベ ル シ ス テ ム24」`件(東 京 地 判'白戊15」〔}.32'"f`il・7,71頁)1
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録 スタッフ契約とは異なる本件デー タ装備費合意に基づき,デ ー タ装備費相"i
額 を支出 しているとする。つまり,本 判決は,Xが 返還を求めている費川を,
本件デー タ装備費合意 に基づき支払われた費用であり,賃 金ではないと解する。
そ して,こ うすることによって,後 述する賃金請求権の消滅時効の成 立を免れ
たのである。
この ことによ り,本 判決では,賃 金支払いの原則を定める労基法24条 は問
題 とな らな くなった。 しか し,デ ータ装備費は本 当に賃金か ら控除 した もので
はないといえるのか。本件登録 スタッフ契約では,「賃金の支払 については,
原則 日払 いで,業 務が完rし た 日又は翌 日以降に,Yの 支店で現 金により支
給する」とされている。 これは,H雇 い派遣労働者の賃金は基本的には11 支々
払 われていたが,実 際に支払われたのは,デ ー タ装備費を差 し引いた賃金にす
ぎず,全 額 は支払われていなかった ことを意味する。つ まり,Yの 賃 金支払
債務は完全には履行されていない。仮に,完 全に履行されているというとすれ
ば,判 旨4で 述べ られて いるよ うなrYが い ったん賃金全額 を登録 スタッフ
に支払 った1:で,登録 スタッフか ら別途 にデータ装備費を徴収する」とい う徴
収方法がとられていた場合のみであろう。また,本 件の事実関係か らして も,
Yは,Xに 対 して支払 う賃金について,「不 当利得額1欄 記載の金員を,デ ー
タ装備費と して差 し引いて支払った としている し,Yは 事前にXのr解 を得
たLで データ装備費を賃金か ら差 し引いた,と もされている。事実 ヒは,デ ー
タ装備費はXの 賃金か ら差 し引かれていた ことを示 しているし,本 件データ
装備費合意は実質的には相殺合意 ということができる。た とえ本判決が言うよ
うに,本 件デー タ装備費合意は登録スタッフ契約 とは異なっているのだとして
も,デ ータ装備費を賃金か ら差 し引いていることに変わ りはない。そ うすると,
労基法24条 に照 らして本件デー タ装備費合意の有効性 について論 じる必 要が
あったはずである。
(21賃金控除 と労基法24条
労 基法24条1項 の 「賃金全額払いの原則」は,賃/の 一部を控除 して 支払
うことを禁止 してお り,控 除とは,履 行期の到来 している賃金債権についてそ
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の一部を差 し引いて支払わないことをいうlh。その趣旨は,使 川者が一方的に
賃金を控除す ることを禁 止することによって,労 働者に賃金の全額を確実に受
領させて,労 働者の経済生活の安定 を図ることにある7'。本条の例外と して,
同条1項 ただ し書き後段によれば,法 令に別段の定め もしくは労使協定に定め
があれば賃金の一部控除が認められる。
問題となるのは使用者が労働者に対 して有する,不 法行為等に基づ く損害賠
償債権を賃金債権 と相殺す ることの可否であるが,通 説 ・判例は,使 川者によ
る ・方的相殺(控 除)は 禁il:されるとしているlhl。もっとも,判例においては,
労働者による賃金債権の 一・方的放棄しIIや,使川者が労働 者の同意を得て行 う相
殺合意1"は,労働者の自山な意思が担保 されていれば,同 条は適川 されないと
されている。 これに対 して,学 説の中には,労 働 者の同意があっても使川者の
労基法違反 となるし,全 額払い原則の例外は集団的合意(労 使協定)に よって
のみ認め られるはずであるとして,ヒ 記判例に否定的な もの もあるIU。
(31デー タ装備費徴収合意の違法性
本判決は,以 ヒのような労基法24条 の規定について,デ ータ装備費相1額
は未払い賃金ではないという㍍場である以 ヒ,触れることがない,,しか し,前
述の とお り,実 際にはXの 賃金からデー タ装備費が差 し引かれているし,Y
は,Yの 賃金支払債務 と登録 スタッフのデータ装備費 負担債務を対¥.h_で相
殺する合意があったとi三張 している。 そこで,労 基法24条 に照 らして,こ の
ような賃金控除およびその合意が可能であるかどうかを検討す る1.
161厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 編 『労 働 ノ1寒準 法(D』(労 務 行 政 研 究 所,2005年)346頁 、,
17)日 新 製 鋼 事 件(最2小 半ll'r成2.11.26民集44巻8号IO85頁),金/一 征 史 ・西 谷 敏 編
『基 本 法 コ ン メ ン タ ー ル[第5版 】」ll36頁[渡 辺';t](日本 評 論 社,2006年)
(81関 西 精'11'1=(最2小 判lil{和31.11。2民集10巻llII.I」111341),日本 勧 裳 経 済 会'拝件
(最大 判III;和36.5.3]民集15巻5号1482亘)
〔91シ ンガ ー ・ ソー イ ン グ ・ メ シ ー ン1`件(最2小 判Ali和48.Ll9民集27巻1ijJj頁)
(10)llK斤製 釧瑚「1}T'1=・ll訂子筍才i三(7)
(11)菅野 和 夫 「労 働 法 【第8版U(弘 文堂,2008年)230∫{,渡 辺 ・前 掲 注(7)139亘
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Xに 支払われる賃金か らYが データ装備費を薙 し引 く行為は,労 基法24条
の例外 に当た らない限り禁止され る。ではまず,本 件において,賃 金か らの控
除が許される法令および労使協定の定めがあ り,認 められているといえるか。
法令に定めがある場合とは,給 与所得の源泉徴収税や社会保険料の控除な どで
あ り,本 件のデータ装備費はこれ らに該当 しない。 また,労 使 協定の存在につ
いて は本件においては明 らかではない ものの,Yの 就業規則の記載や,Xの
派遣 スタッフ登録の際の説明の状況からすると,賃 金控除を認める労使協定が




タ装備費を賃金から控除することが認められた といえるか。 この点,判 旨4で
は,XY間 にはデータ装備費の徴収方法 に合意はなく,Yが 賃金から差 し引い
たのは費用徴収のための便宜的な取扱 いであり相殺合意は成 立していないとし
て否定 されている、,しか し,本 件の事実関係か らして,Xは 派遣 スタ ッフ登
録 の際,Yが デー タ装備費を賃金の中か ら差 し引いて支払 うことには同意 し
ており,相 殺合意が成立 していたとみるのがri然である。 この点,相 殺に関す
る前記判例は,労 働者の自山意思 によるものであれば合意 による相殺 も可能で
あるとするが,学 説の一部が批判す るように,労 基法24条 は強行規定である
か ら,個 別合意による相殺 も許 されず,全 額払いの原則の例外として これが許
され るためには,労 使協定の締結が必 要であると考えるべ きであるGま た,
たとえ判例の見解に従って,労 働者の白由意思 に基づ く相殺は許 され ると解す
るとして も,果 た してXは 自由意思 によってデー タ装備費を賃金か ら差 し引
くことにi司意 していた といえるだろ うか。Yの 就業規則には,デ ー タ装備費
〔121こう した 賃 金ノく引 きを含 め たIIkr`い派 遣 に関 す る ・連 の 問題 を受 け,厚 生労 働省 は,
2008年に 「日雇 派遣 労 働 者の 　{t'川の 安定 等 を図 る ため に派 遣 元f}is及 び派 遣 先が 講
ずへ き措 置 に関す る指針1を 定 めた,そ の 第9条 に おい て は,H雇 い労 働 者の 賃金 の
・部を控 除 す るに は労 使 協定 の締 結 が必 要で あ る ことが明 記 され てい る.
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は,[任意に」「皆 さまか ら頂いてお ります」と記載 されていており,デ ータ装
備費を支払 うか どうかは労働者の自由としておきなが ら,ほ ぼ例外な く一一律に
徴収 されていると思われる。 このことか ら,Yに よる一方的な控 除であ った
と見ざるをえない。一般的に見ても,労 働関係においては使川者の圧力の下で
労働者の自山な意思は形成されにくく,相 殺i.t':が労働者のrl山意思によるか
どうかの判断は困難である。脱法行為につなが る危険 もあるため,合 意による
相殺 は容 易に認め られるべきではない。 これ らのことか ら,本 件データ装備費
合意 は違法 とみ るべきである。
本判決のように,賃 金か ら差 し引かれた費川を賃金ではないと解す ると,実
質的には賃金控除となるものであって も労 基法24条 にかかわ らず許されるこ
とにな りかねず,脱 法行為が 可能 となって しまう。本件のような賃金控除は,
労働 者に確実に賃金をT一渡 し,そ の経済生活の安定 という労基法24条の趣 旨
に反する。本判決では,賃 金控除に関する労使協定がない限 り賃金天引きは許




以 ヒのように して,本 判決が,本 来であれば労基法24条で処理すべ きと考
え られるところ,そ れをせずに,デ ータ装備費は賃金か ら差 し引かれたもので
はないとい う解釈を したのは,賃 金請求権の消滅11芋効の問題があったからであ
る。Yは,Xが 本件請求をするまでに2年 以1:が経過 していることか ら,X
の請求権は賃金支払請求権の ・部侵害1こよるものであ り,時 効消滅 していると
i三張 している。 これに対 して,本 判決は,賃 金請求権の消滅時効を2年 と定め
た労基法115条を適川せず,民 法167条1項 の10年の消滅時効を適川 してい
る、その結果,本 件就労期間の最終iiである2004年7月31iからXが 提訴 し
た2007年までに約3年 が経過 していたが,10年の消滅時効期間の経過前であ
ることか ら,Xが 徴収 されたデータ装備費の返還が 可能 となった。
このような本判決の結論は労働者の利益に適 うものであ り,Xに データ装
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備費が返還される結果となったこと白体には賛成できる。 しか し,本 判決は,
この結論を求あることに固執し,労 基法115条の趣 旨については ト分に考慮に
人れないまま同条を適川 しないと判断 してお り,これには問題があるといえる。
労基法115条は,労 基法の規定による賃金について,そ の請求権の消滅時効を
2年と定 めている,、時効に関す る私法の原則によれば,1J又 はこれ より短い
時期によって定めた使川人の給料」は1年 間の消滅時効にかかる(民 法174条
1》ナ)ため,労 働関係 における月給,週 給,口 給な どの請求権は1年 で消滅す
ることとな り,労 働者の権利保護という理念に もとる。その ・方で,こ れを民
法167条の債権の消滅時効である10年 とす ると,取 引の安全,事 務負担 とい
う点か ら使川者に酷である。 そこで,賃 金請求権 に関 しては特則を設け,こ れ
を2年 としたのが本条の趣旨である ゜。つまり,労 働 者にとってT:要な請求権
の時効を1年 から2年 に延長 し,他 ノ∫で,取 引の安全という点で使川 者の利益
も考慮 したものである。
(2}労),!;法115条不適川の妥'11性
これ に対 して,Xの 請求権を賃金請♪R権と認め ることによって,2年 の消滅
時効が成 、裟して使川者の返還義務を免れさせることは,労 基法115条の趣 旨に
そぐわないというのが本判決の考えノ∫である。 しか し,労基法115条の趣旨は,
前述のとお り取引の安全や使川者の事務負担のx-c減にあ り,2年 の時効を適川
す ることにより使用者の返還義務が回避 されるということは同条が想定 してい
ないところである。 したが って,問 題 とすべきは,賃 金請求権と認めると時効
成 、アによ りYが 返還義務を免れて しまうことではなく,時 効援川のi三張によっ
てYが 賃金の返還を免れよ うと していることである。本件においては,本 来
支払 うべ き賃金を支払わず労基法24条違反を問われるべきYが,同 条を利川
して時効の援川をi三張 しその支払いを免れようとしている。 このような目的の
ために使川者が時効援川をす ることを労基法115条は想定 しているものではな
q3)東京 大学 労 働法 研 究 会編 『注 釈労 働 基準 法 ド巻rl1086頁、藤 川 久II;;1(有斐閣,
2003ぞ1モ),
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く,む しろ同条の悪川であり,時 効援川権 の濫川 といえる。消滅時効の援用に
ついては,使 川 者が信義 に反する方法によって賃金債権を免れ るための工作を
するな ど,労 働者の権利行使を阻害 した場合は権利濫川とな りうる軸。本件で
もこの点を指摘 して,時 効の成 、γという問題を回避す ることはできたのではな
し・カ、1:,i。
ただ,本 判決のような処理 方法 は,他 の裁判例においても採 られている。杉
本商事事件判決hlは,労基法115条に基づ く2年 の消滅時効にかか る未払い時
間外労働 手当相'11分の請求がな された事件である。 この中で,被 告は労基法
115条による時効完成の 主張を したが,裁 判所 は不法行為に基づ く損害賠償で
あるとしてこれを認めず,使 川者が時間管理 ・時間外労働手続の予続 きを行わ
せる義務等を怠 ったことに対する不法行為に基づいた損害賠償請求を認めてい
る。1司判決で,消 滅11,5=効にかかる時間外労働"i相 当分が不法行為に基づ く損
害賠償請求と して認められた ことの意義 は非常に大きい。 しか し,賃 金不払い
残業が労基法37条違反になること,未 払い賃金の請求であることを利用して
使川者が時効成 、読をi三張 していることは問題視 されておらず,疑 問が残る1「。
た しかに,本 件や前掲杉本商事事{ノ1=のように未払い賃金の請求 までに2年 以
ヒが経過 している場合,債 務不履行や不法行為に基づ く損害賠償 として,労 基
法115条を適川 しないことが解決手段のひとつ となりうる。 しか し,そ のため
に違法性のある行為を許す ような結果となるのは妥"iではない。法違反を的確
に指摘 し,そ のうえで使川者が時効援川をi三張す ることが適切であるかどうか
を判断するべ きである。
(14)ヒ川道'夫1労働契約 法」229r工(有斐 閣,2008年)。
(151使川 者に よ る時 効援 川 のll張が 権 利濫lllに1たる と して,2年 よ り前 の割 増 賃 金の
請 求 を 認 め た 事例 と して,it本 セ キ ュ リテ ィシ ステ ム 事件(長 野 地 佐 久 支 判'1勺戊
11.7.14労判770号98頁)が あ る.,
(161∬云"占rゴε卜1レiろ1戊19.9.4ツ,1二rJ952}.}33エ'{
1171杉本商'1円`件につ いて,和III'`1労働 法判 例σ)動き」 ジュ リス ト 「卜成20年 度 重要
判例 解 説』23`Lガ{は,使川 者の 注意 義 務違 反 で,慰 謝 料請 求 で はな く,実 質 的 に貨 金
請 求権 を認 め たの と 同 じ効 果を導 くと,賃 金債権 に つ いて は短 期消 滅 時効 に かか ら し




以 ヒのように,本 評釈では,本 判決の理論構成には反対であるが,結 論は妥
1であるとい う立場を とる。 そこで,デ ー タ装備費の返還 を認めるとい う結論
はそのままに,そ の根拠の妥当性を考えると,次 のような解決ノ∫法 も可能では
ないか と考える。最初に述べたように,デ ータ装備費は徴収の必 要のない費川
であ り,さ らに強行規定である労基法24条 に抵触す る違法な ものであった と
いえる。 このように,徴 収に何の根拠 もなく,違 法性す らある本件デー タ装備
費合意 は,公 序良俗に反す る合意であって無効 となる,あ るいは錯誤無効とな
ると解す るべきである。 こうすれば,Yに よる賃金控除が労基法24条 に違反
した ことが反映される。 また,こ うして相殺合意が無効 となれば,そ の費川返
還 については,不"i利得返還請求 とな るので,時 効は10年(民 法167条)で
あり,本 件において も請求は"∫能である、
これまで多くの人材派遣会社で本件のようなさまざまな名目での不':1な賃金
の天引きが,,i然のよ うに行われてきてお り,い まだにこれを行 う人材派遣会社
もあるという。 そもそも低賃金の 日雇い派遣労働者か ら,さ らに1回 の作業に
つき200円を賃金か ら控除するということは,ま さに労働者の経済生活の安定
という労基法24条の趣旨に反する行為である。 このような行為を規制す るた
めにも,こ うい った天引き行為その ものが違法で,刑 事罰の対象ともなり(労
1,i;法120条),許されないことを本判決 において明 らかにすべ きであ った。 こ
の点 も含めた日雇い派遣労働者の問題は法律による規制も必 要であろう,、
また,本 件の評釈からはやや離れるが,今 後,賃 金請求権の消滅時効につい
ては,、万去論 も視野に入れて検討をす る必要があると思われる。本件や前掲杉
本商 事事件のように,2年 の消滅時効が完成 し未払い賃金の請求を断念せざる
をえないケースはほかにも多 くあるといえるIh。そのようなケー スが争われる
に至った場合,本 件のような矛盾を抱えた判決がなされたり.時 効の援川を被
q81た と え は,II本 マ ク ドナ ル ド'IFf'1=(東京 地 判'r成20.1.28判時1998,,149ガDで は,
店 長 を 管 理 職 扱 い と し,店 長 に は 時 問 外i.1を 支 給 し な い こ とが 常 態 化 し て い た が,
原i一は2年 分 の 割 増 賃 金 の1・.iilJ求を す る に と と ま っ て い る
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告の有利になるように悪川された りすることがあるか もしれない。 また,労 基
法ll5条は,取 引の安全や使川者の事務負}llとい う点か ら賃金の消滅時効を2
年とするものであ るが,「取引の安全」 とはどのような ことをいうか不明確で
あるし,賃 金支払いT一続については労基法制定当時の現金支給が通常だった時
代に比べて,今Hの 使川者側の事務f侮担はかな り軽減されているといえる。 し
たが って,賃 金の消滅時効を10年 とす ることが使用者にそれほどの負担や影
響を及ぼすとはいえず,む しろ,労 働者のほうに大きな不利益があるのではな
いカ㌔ そこで,賃 金請求権の消滅時効 も不法行為 に合わせて10年に延長する
などの見直 しを図 るべきである。
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